





























































































































































































































































































































































































































































































































@　　　同年9月） 34438404 33559639．7％ 502817．5％239626109．6％ 9115002．6％
第3期（明治2年10月一
@　　　同3年9月） 20959499 821896939．2％6484533．1％ 535451225．5％478240022．8％
第4期（明治3年10月一
@　　　同4年9月） 23144598 1134098349．0％10716304．6％ 214548793％ 　 一
第5期（明治4年10月一
@　　　同5年ユ2月） 50445172 2005191739．7％13315602．6％1782544435．3％ 一
第6期（明治6年1月一
@　　　同年12月） 855072446060424270．9％16859742．0％ 　 1083360012．7％
第7期（明治7年1月一
@　　　同年12月） 73445543 5941242880．9％1498257．0％ 　 一 一
第8期（明治8年1月一
@　　　同年6年） 86321077 677179468．4％10381031．2％ 一 一 一
明治8年度2 69482676 5034532772． ％17187322．5％ 一 一
明治9年度 59481036 4302342572．3％198866733％ 一 一
明治10年度 52338132 3945055175．4％23 86534．5％ 一 一 一 一
明治11年度 62443749 4045474164．8％235 6343．8％ 一 一 一 一
明治12年度 62151751 4211264867．8％ 912044．3％ 一 一
明治13年度 63367254 4234618166．8％26241774．1％ 一 一
明治ユ4年度 7ユ4898804327403160．5％25696663．6％ 一 一
明治15年度 73508427 4334318759．0％26132903．6％ 一 一 　
明治16年度 831068584353764852．4％26813213．2％ 一 　 一 一
























































N度1 歳出総計 内務省1 工部省 農商務省 陸軍省 海軍省
陸海軍







第1期 30505085 0 一 一 一 1059798706724 35．3％ 一 1675377 4704767．0％
第2期 20785839 0 一 一 15479652038966 56406220． ％ 2424863 194852221．0％
第3期 20107672 0 一 一 一 15001744007263 3272179．0％ 一 2847445 318957430．0％
第4期 19235158 0 121798 一 3252966 3433808 35367937．3％ 4393362789685 414847638． ％
第5期 57730024 0 709942 　 一 9568391 6823116 54795028．4％ 439336 4518599 1596342936．2％
第6期 62678600 0 574283 一 一 一 9688067 7007491 76092628．8％ 2 9 038 5417728 1783006441．9％
第7期 82269528616755 281851　 一 一 10418413 7924071 103473024．6％ 254140 5915628 2622172943．0％
第8期 66134772 275525 146186一 一 1074889844609002 4108926．7％ 1593083 3050543 2675745647．5％
明治8年度 68203242 2372155 4631066一 6959735 2825843一 一 193046827．4％ 276105769647651765812740．2％
明治9年度 59308956 29779944343295 一 6904828 3424997一 80351 178892140． ％ 49507966200715761657448．5％
明治10年度4842832411 6878629392 6035940 3167512一 165281506201540．7％16764975 5881152一 46．8％
明治11年度60941335923538 597823　 6409004 28040201276090156664922．3％19463961 5147510一 40．4％
明治12年度603175781413038 661406一 7766919 30798593490511144302162108926．6％19738780 5807556一 42．4％
明治13年度63140896 1444237 565389 2810988434529 3165222 373309 1150077 218435627．9％224205728084634 一 48．3％
明治14年度71460320 1018261476954 1144619 8208608 3014758 525808 588172013582310．3％2774712173 8 37 49．2％
明治15年度73480666572225 468294 1061470 8533116 3160492 662510 7065305一 29．3％2341496 9862600一 45．3％
明治16年度83ユ06858639225468294988606102504233080634 42961526061080 一 3ユ．0％ 28658302958569ユ 一 46．0％




















































































収穫（L650石） 7，623 器具損耗料（器具費の50分の1） 0，250
米 屑（0．100石） 0，350 種苗（0．016石） 0，120
藁（600束） 1，200 肥料（鮭搾粕12．5〆藁300束） 3，100
収穫（1．200石） 2，604 苗代持蒔付及苗取（2人） 0，300??
屑（0．100石） 0，120 米 整地耕勧（4人） 0，800


































































明治6年検査例 3264円 100 34 34
明治7・8・9年平




8051円 243 14．0 32．3
出所：平野［1967］，33頁。
34農民の没落は零細農民だけではなく，中小地主や中間農民の間にも見られた。前者の没落は明治14年から27
　年にわたる府県会議員の選挙権者数および被選挙権者数の急減から読み取ることができる。後者の没落は，
　明治16年から22年までの農用牛馬数の減少から明らかになっている（平野［1967］，pp．61－66）。
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た殖産興業に必要な労働者の供給源にほかならなかった35。そしてそのいずれかは奴隷に近い労働
条件のもとで働かされ，彼・彼女らの低賃金労働やその肉体の消耗こそ日本の近代化への羽ばたき
を支えた36。
小括
　本章ではまず第1節においては地租改正の展開過程を概観し，地租と小作料は農民にとって極
めて高率なものであり，改正事業は極めて恣意的・暴力的なものであったことが明らかになった。
第2節では財政と労働者の側面を中心に殖産興業への地租改正の影響を通じて，地租改正による
日本の近代工業化への意義を焦点に分析を行いたい。すなわち地租改正における高率な地租は日本
の近代工業化の財政的な基盤となった。そして高率な地租の金納化は高率な小作料の物納制ととも
に農民からの土地収奪を激化させ，彼らの窮乏・没落を加速させ，近代工業化に必要な低賃金労働
者も提供したのである。
おわりに
　本稿は西欧列強の脅威を重要な契機とした殖産興業政策の展開が日本の近代工業化にとっていか
に重要な意味をもつかを再強調しながら，このような日本近代工業化の促進策の実施を可能にした
のは農村からの財政的基盤と大量の低賃金労働者の提供があったからことを立証した。すなわち地
租改正後の大量な没落農民こそ日本の近代工業化を支えた功労者または犠牲者であったことを明ら
かにした。しかし，日本の近代工業化は大きなテーマであり，今後分析しなければならない課題も
また数多く残っている。
　本文で述べたように近代工業化の主要政策である殖産興業政策は近代産業の移植だけではなく，
近代的制度の移植などを含む幅広いものである。本稿では近代産業の移植に焦点を当てたが，近代
的制度については触れていない。その導入がいかに行われたか，いかなる影響をもたらしたのかを
　　　　　　　　　　　　　　　　＼明らかにすることは，殖産興業政策の意i義を究明し，日本の近代工業化の展開への理解に大きく寄
35明治初期においては都市の工場や鉱山に没落農民を十分に吸収する働き口がなかったため，没落農民の大多
　数は農村に滞在するしかなかったが，日清戦争（1896年・明治29年）以降，新しい経済発展の契機を獲得し
　た日本は工場労働者の需要が急増し，これらの没落農民は工場労働者として工場に送り込まれ続けた（石井
　［2006］，p．160；高橋［1973b］，　pp．161－165）。
36明治期の工業は軽工業を中心としたため，その工場労働者の6割近くは女工であった。その女工の大部分は
　貧困な農民の娘たちであった。一方，重工業における工場労働者は鉱山労働者を中心としたものであり，そ
　の大部分は農閑期に出稼ぎに行く農家（殆どが男子）であった。したがって鉱工業における賃金労働者はほ
　とんど農村から提供されたと言える。彼らに支えられた製糸業・紡績業・織物業や金・銅・石炭など鉱業
　は，外貨稼ぎ産業として今日の日本経済の基軸となっている機械工業・金属工業などの発展に必要な資材を
　輸入するための資金を提供し，まさに日本の近代化の功労者（同時に犠牲者）であった。女工や鉱山労働者
　のような半熟練・不熟練労働者のほか，在来職人およびその子弟徒弟，旧武士階級，または職工養成学校や
　職工養成所の出身者からなる熟練労働者もいる。彼らは主に金属，機械，造船，車両などの重工業に従事し
　ていた（高橋［1973b］，　pp．159－174）。
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与するだろう。
　また近代工業化の財政的基礎を地租改正後の高率な地租に求めたが，それは財政創出の視点から
の分析であり，財政節約の視点を欠いている。表2に示されているように廃藩置県後から明治9
年秩禄処分が完了するまでにわたって，歳出における家禄・賞典禄および扶助金の割合は実に3
割近くもあった。それは明治政府にとって大きな財政負担であった。それをいかに処分したのかと
いった財政節約の視点から近代工業化の財源を見る必要もある。さらに，秩禄処分を受けた武士は
数の上では農民と比べ物にならないながらも，その大多数は熟練労働者として工場労働者となった
ため，近代工業化への労働者の提供の側面からも秩禄処分を分析する必要があるだろう。
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